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地域型保育事業（小規模保育事業）の認可の検討について 

 

１ 地域型保育事業について 

  子ども・子育て支援新制度（平成 27 年４月施行）では、特定教育・保育施設を対象とする施設

型給付・委託費に加え、３歳未満児保育において市町村による認可事業として、児童福祉法に位置

付けたうえで、地域型保育給付の対象とし、多様な施設や事業の中から利用者が選択できる仕組み

として新たに地域型保育事業が創設された。同法で児童福祉施設として位置付けられている認可

保育所とは法令上の位置付けが異なり、様々な場所で展開できる事業となっている。 

 

（１）地域型保育事業の類型 

◆家庭的保育事業 

 家庭的な雰囲気のもと、少人数対象にきめ細かな保育を実施 

  事業主体   市町村、民間事業者等 

  保育実施場所 保育者の居宅、その他の場所、施設 

  認可定員   １～５人 

  職員資格   家庭的保育者 

＊１事業所 自然保育のっぱら 

 

◆小規模保育事業 

  比較的小規模で家庭的保育事業に近い雰囲気のもと、きめ細かな保育を実施 

   事業主体   市町村、民間事業者等 

  保育実施場所 保育者の居宅、その他の場所、施設 

  認可定員   ６～19 人 

   ・Ａ型･･･保育所分園に近い類型 

   ・Ｂ型･･･Ａ型とＣ型の中間的な類型 

   ・Ｃ型･･･家庭的保育（グループ型小規模保育）に近い類型 

  職員資格   Ａ型：保育士／Ｂ型：１/２以上が保育士／Ｃ型：家庭的保育者 

＊１園認可 IRIECOCO 保育園  

 

◆居宅訪問型保育事業 

  こどもの居宅で１対１を基本とするきめ細かな保育を実施 

   事業主体   市町村、民間事業者等 

   保育実施場所 保育を必要とするこどもの居宅 

   職員資格   必要な研修の修了者 

 

◆事業所内保育事業 

  企業等が、主として従業員の仕事と子育ての両立策として実施 

   事業主体   事業主等 

   保育実施場所 事業所内の施設や事業所の準備した施設 

   認可定員   事業所の従業員のこども＋地域の保育を必要とするこども（地域枠） 

           20 人以上（保育所の認可基準） 

19 人以下（小規模保育事業Ａ･Ｂ型の認可基準） 

  職員資格   20 人以上：保育士／19人以下：保育士あるいは１/２以上が保育士 

 

＊３園認可 保育所コッコロ、八重のさくら、川路おむすび保育園 
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（２）地域型保育事業の設備及び運営に関する基準 

ア 共通の基準 

項 目 基 準 

連携施設 

●連携施設の設定が必要 

●連携の内容 

 保育内容の支援、集団保育体験、相談・助言、代替保育、卒園後の連携 

非常災害 
●消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備を設けるとともに、具体的計画

を立て避難及び消火に対する訓練を毎月１回実施 

一般的要件

及び資質 

職員の基準 

●職員は健全な心身、豊かな人間性と倫理観を備え、必要な知識及び技能の修得

向上に努める。 

●他の社会福祉施設に併せて設置する場合、保育に直接従事する職員以外は兼

ねることは可。 

●嘱託医及び調理員を置かなければならない。 

衛生管理 
●乳幼児の使用する設備、食器等、飲用水につき、衛生的な管理に努め衛生上必

要な措置を講じなければならない。 

食事 

●献立はできる限り変化に富み、健全な発育に必要な栄養量を含有し、身体的状

況及び嗜好を考慮したもの。 

●調理業務の全部委託可。連携施設からの運搬可。 

●調理のための過熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。 

健康診断 

●利用開始時の健康診断、年２回の健康診断の実施。 

●職員の健康診断にあたっては、特に乳幼児の食事を調理する者について綿密

な注意を払うこと。 

重要事項に

関する規程 

●事業の目的及び運営方針・提供する保育の内容・職員の職種、員数及び職務の

内容・保育の提供を行う日・乳児、幼児の区分ごとの利用定員・利用の開始、終

了に関すること・緊急時災害対策・虐待防止・その他運営に関する重要事項 を

定めなければならない。 

 

イ 小規模保育事業の基準 

項 目 基 準 

保育従事者 

●保育士 

 事業所内保育事業所一につき、保育士は２人を下回ることはできない。（保健

師、看護師または准看護師を、１人に限り保育士としてみなす。） 

●その他保育に従事する者 

 市長が指定する研修を修了した者 

職員数 
●０歳児   ３人につき１人 

●１・２歳児 ６人につき１人 

保育室等 

●０～２歳未満児（乳児室・ほふく室） １人につき 3.3 ㎡ 

●２歳以上児（保育室）        １人につき 1.98 ㎡ 

※保育に必要な用具を備える 

●トイレを備える 

屋外遊戯場 
●同一敷地内に屋外における遊戯場に適した広さの庭（付近の代替地可） 

●２歳以上児 １人につき 3.3 ㎡ 

給食設備 ●調理設備 

給食職員 
●調理員 

調理業務の全部を委託する場合や連携施設から搬入する場合は不要 

耐火基準等 
●火災報知機、消火器の設置 

●消火訓練及び避難訓練を毎月 1回実施 

保育時間 ●１日８時間を原則とし、保護者の労働時間や家庭状況を考慮し定める。 

保育の内容 
●保育所保育指針に準ずる。乳幼児の心身の状況に応じた保育の提供及び保護

者と密接な連絡により理解及び協力を得る。 
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小規模保育事業所の新園開設について 
 

１ 事業検討団体及び施設の概要について 

社会福祉法人 萱垣会は、飯田市内で特別養護老人ホーム、デイサービス事業などの高齢者支 

援を実施しているが、平成 29 年に旧鼎幼稚園と旧鼎東保育園の統合民営化により、「鼎あかり 

保育園」の運営及び令和６年に旧松尾東保育園の民営化により、「松尾あかり保育園」の運営を 

開始し、こども・子育て支援事業も実施している。 

本事業者は、すでに複数の園を運営し後方支援の体制が整っていること、子育て中の職員が働 

いていることから、人材確保の一助として、また、地域における未満児保育の受入れ機能の拡充

及び多様な保育ニーズへの対応に向け、令和８年の新園開設に向けた検討を進めてきた。 

年度後半にかけて、市内や松尾・鼎地区の保育所で未満児の受け入れが難しくなってくる現状

を踏まえ、新たな支援事業の開始を目指しています。なお、実際の施設改修等の準備については、

本分科会での意見聴取の結果を踏まえて進めていく意向。 

【施設名】  ちいさなあかり保育園 

【事業主体】 社会福祉法人 萱垣会（理事長 萱垣 憲英） 飯田市鼎一色 551 番地 

【利用定員】 １０人 

 

 

【職員数】  ７人（管理者１人、保育士６人（常勤３人・非常勤３人）） 

【開所時間】 午前７時 30 分～午後６時 30分 

       保育標準時間 午前７時 30分～午後６時 030 分（11時間） 

       保育短時間  午前８時 00分～午後４時 00分（８時間）   

【連携保育施設】 認定こども園 鼎あかり保育園及び松尾あかり保育園 

  【施設】 予定施設敷地面積 保育室・乳児室・ほふく室 122.30 ㎡ トイレを備える 

屋外遊戯場 施設横の庭 120.0 ㎡ 

       給食設備及び調理員 連携施設から搬入する場合は不要   

       耐火基準 火災報知機、消火器の設置 

【収支見込】                           （単位：千円） 

所要額 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

年間運営費合計（A） 11,380 23,087 23,850 

運営費財源（B） 12,250 29,630 30,800 

収支（B）－（A） 870 6,543 6,950 

                     ＊令和８年度は 10 月から開始した場合の見込み 

【所在地】飯田市松尾代田 910 番地１ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

年  齢 ０歳児 １歳児 ２歳児 合  計 

合  計 ２人 ４人  ４人 １０人 

開設予定場所（ゆめの郷）  

飯田短期大学 
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２ 小規模保育事業所の認可に係る意見聴取について 

（１） 市内の就学前児童数と全体の受け入れ状況 

当市の就学前児童数（未満児から以上児まで）の現状においては、現在、待機児童は発生して

いない。特に令和に入って以降は出生児数の減少が見られ、市全体という広い視点で俯瞰すれば、

園児の受け入れ枠（定員数）は十分に確保されている状況にあります。 

 

（２） 未満児（０～２歳児）保育における人材確保の課題 

未満児保育は以上児に比べて手厚い職員配置基準が義務付けられています。そのため、たとえ

施設（園）の認可定員に空きがあったとしても、必要な保育士の確保が困難な場合には、実際の

受け入れ（利用定員）を制限せざるを得ないという、人材面での課題が生じています。 

 

（３）保護者ニーズの多様化と特定地区への集中 

従来の「自宅から最も近い通学区の保育所に通わせる」という傾向は減少している。現在は「保

護者の通勤動線上にある」「各保育所の特色（保育方針やサービス内容）」などを重視し、保護者

が自ら通わせたい保育所を選択・希望するケースが増加しています。 

その結果、松尾・鼎地区などの特定地域では、４月当初から入所競争率が高い状態が続いてい

ます。さらに年度後半にかけては、旧市街地・松尾・鼎・上郷地区において、未満児の途中入所

が極めて難しくなるという局所的な過密状態が毎年発生しています。 

 

このように、市全体の数値上は受け入れ枠が確保されているものの、現実には「保護者の具体的な

保育ニーズ」と「実際の保育サービス供給（地域性・受け入れ枠）」との間に相違が生じている。 

こうした地域の固有の保育課題を解決するにあたり、今回の小規模保育事業所の新設（整備）が、地

域偏在の解消や潜在的なニーズの補完として適切であるかどうかについてご意見を伺いたい。 

 

本日の分科会でいただいた貴重なご意見・ご示唆を踏まえ、10月前後に開催予定の「第 2回こど 

も若者分科会」での認可に向けて、検討していく予定でおります。 


